
背景・目的 事業概要

低炭素社会の創出に向けては、巨額の追加投資が必要であり、
民間資金の活用が不可欠。地域資源の活用拡大は、地域経済
循環を通じた地域活性化にも資する。

地域において低炭素化プロジェクトを実施しようとする事業
者は、資金調達面で苦慮。資金調達を円滑化することにより、
優良なプロジェクトの実現を推進することが必要。

国際的にも、低炭素投資促進のための「グリーン投資銀行」
による投資促進が重要な政策テーマとして注目されている。

一定の採算性・収益性が見込まれる低炭素化プロジェクトに民間資金を
呼び込むため、これらのプロジェクトを「出資」により支援する。
地域金融機関等との連携をさらに強化して、サブファンドの組成拡大、
地域貢献性の高い案件への手厚い支援等を図ることにより、民間資金の呼
び水となる「地域低炭素投資促進ファンド」の出資を効果的に実施する。
特に、地域金融機関や地方公共団体等が参画する地域型サブファンドの
組成を加速化し、地域人材の「目利き力」の育成・向上、地域の資金循環
の拡大を図るとともに、木質バイオマス発電事業等への出資を推進する。

民間資金による低炭素投融資を促進し、地域での資金循環を拡大するこ
と等により、低炭素化と地域活性化の同時実現に寄与する。

平成25年度予算
○○百万円地域低炭素投資促進ファンド事業
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平成28年度要求額
9,800百万円（4,600百万円）

太陽光：３件
風力：２件
バイオマス：５件
中小水力：３件
（うち全国型ファンド：１件）

地熱（温泉熱）：１件
（うち地域型ファンド：１件）

合計：１４件

【これまでの出資決定案件】
※平成27年3月末公表ベース

※本事業は平成25年度より実施。


